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事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 UNHCR協 会

1 事業の成果
2022年は、2月 に発生したウクライナ危機が世界を揺るがし、一方でシリアやイエメン等世界各地の

紛争は長期化し、またパキスタンやソマリアなどでは洪水や干ばつによつて多くの人が避難を強いられ、

世界で故郷を追われた人々の数は 1億人を超え第二次世界大戦以降最大の数に達しました。難民・国内

避難民が増えていく背景には、紛争や暴力に加え、気候変動など新たな要因もあります。このような状況

のもと、国連 UNHCR協会は、国連総会で採択された「難民に関するグローバル・コンパクト」が謳う
「社会全体による難民支援」を日本の民間社会から実現するため、国内での募金活動および広報活動に

努めました。その結果、特にウクライナ危機に対し、個人、企業、経済団体ほか各種民間団体、自治体、

学校等から、UNHCRの 難民支援活動に対する幅広くかつ大きな理解と支援を得ました。また国連
UNHCR協会として気候変動をテーマに取り上げ、主催した第 17回難民映画祭において気候変動に関連

する作品を上映したほか、渋谷駅東口地下広場での気候変更を題材とするアー トウォールプロジェクト

ヘの協力、気候変動をテーマとする冊子の制作と広報募金活動の展開など積極的な活動を行い、いずれ

も大きな反響を得ました。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【21,192,415】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

支盃
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千円)

国連難民高等
弁務官事務所
および援助関
係者による難
民への援助活
動に対する協
力と支援

UNHCR(国連難民高等弁

務官事務所)の寄付金送

金、その他の協力と支援

年 12回 UNHCR

本 部 、

UNHCR

駐 日事務

所

約 5名 世界の難

民 。国内

避難民

不特定多

数

18,449,519

本会の支援者

および寄付者

の募集ならび

に各種サービ

スの提供

ダイレクトメール送付や

インターネットでの広告

を通じた寄付者の募集

常時 全国 約 7名 世界の難

民 。国内

避難民

不特定多

数

646,439

商業施設や公共の場での

国連難民支援キャンペー

ン実施を通じた寄付者の

募集

常時 全国 約 116名 世界の難

民 。国内

避難民

不特定多

数

1,088,833

ご支援のお願いレターや

ニュースレター、活動報告

等の発行と送付、その他の

常時 全国へ送

付

約 15名 世界の難

民 。国内

避難民、

不特定多

数

822,807



既存寄付者へのサービス

および寄付の募集

支援者

寄付者

電話や訪問その他を通じ

た企業や団体に対する募

金活動

常時 全国 約 5名 世界の難

民 。国内

避難民

不特定多

数

53,888

世界の難民間

題に関する知

識の普及 と啓

発

イベント開催、ウェプサイ

ト、メールニュース配信、

SNSに よる広報・啓発活

動

随時 全国 約 7名 支援者、

寄付者、

社会一般

(ウェフ
゛
サイ

ト閲 覧年

間約 440

万人、メール

ニュース配信

約 15万

人 × 年

15回 )

不特定多

薮

130,929

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【    0】 千円)
疋駅 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

文化芸術イベン

ト、スポーツイ

ベン トなどの開

催

該当なし

0

楽曲、ビデオ、書

籍、物品などの

製作・販売

該当なし

0

企業または団体

とのパー トナー

シップ事業

該当なし

0

不動産等の賃貸

事業

該当なし

0



セ ミナー、講演

会などの開催お

よび講師の派遣

該当なし

ｎ

Ｖ
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1.経常増減の部
(1)経常収益
受取会費
正会員受取会費

受取補助金等

受取助成金

受取寄付金
UNHCR寄付金
寄付金振替額

協会支援フアンド

受取助成金振替額

現物供与

為替差益

雑収益

経常収益計

(2)経常費用

事業費
UNHCR支援金
会場費(事 )
会議費(事 )
保険料(事 )
修繕維持費(事 )
制作費(事 )
印刷費(事 )
広告費(事 )
支払手数料(事 )
旅費交通費(事 )
業務委託費(事 )

正味財産増減計算書
2022年 1月 1日から2022年 12月 31日まで

2,075,791

24,1

5,035,964,375 13,41

999,51

230,626

30,530

8,155,643

223,179:212

1,863,655

221,007,404

121,874,097

4,280,506

1

1

832,661

1,632,631

△4,197

△54,

521

9:120,501

13,332,

△10,753,711

1,150,

276,621

△14,783,

32,471,

131

△ 1

301411,

3,201,

△34,868,421

△71

△515,1

49,

176,372,

13,401

1
Ｏ
ｖ

法定福利費(事 )
消耗品費(事 )
減価償却費(事 )
研修費(事 )
福利厚生費(事 )
租税公課(事 )
給与手当(事 )
賞与(事 )
諸会費(事 )
諸謝金(事 )
賃借料(事 )
資料費(事 )
賞与引当金繰入(事 )
退職給付費用(事 )
通信運搬費(事 )
通勤費(事 )
雑費(事 )
管理費

会議費(管 )
保険料(管 )
修繕維持費(管 )
制作費(管 )
印刷費(管 )
支払手数料(管 )
旅費交通費(管 )

７
，

４
‥

４

1,163,51

1

1

1

315, 39,

578,360,

32,471,1

34,61

1,255,

37

12:327,

9,826,301

1

30,411,1

13,028,1

237,151=791

1

21 111

731

1=071 1,586,

135,541 85,

204:

1

5,830,022,578

277,222,112

13,427,248

11338,432

119,169

75,000

1:496,1 66,717

△5=792,21

2,624,600,

11,067

700,000

1,562,820,000

8,454,622,704

11,344,601,447

7,635=038

1,639,198

40,516

3.787.820

531 953,



74,263,761

8,356,042

131:600

3,

417

1

1

8,722,776

8,157

5,21

5,1

△52,971

15,729,

307

8,157,

1,877

1

4,059,

△177,

1

907

11

387
12,003,31

106191

81722,

6,91

322,807

2,236,630

539

△81,430,21

△

1 1

1

277,222,11

△11 101

11,067,379,335

500,000

水道光熱費(管 )
法定福利費(管 )
消耗品費(管 )
滅価償却費(管 )
研修費(管 )
福利厚生費(管 )
租税公課(管 )
給与手当(管 )
賞与(管 )
諸会費(管 )
諸謝金(管 )
賃借料(管 )
賞与引当金繰入(管 )
退職給付費用(管 )
通信運搬費(管 )
通勤費(管 )
為替差損(管 )
経常費用計
当期経常増減額

2.経常外増減の部
経常外収益

雇用調整助成金

助成金収入

経常外収益計

当期経常外増減額

当期―般正味財産増減額
一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

Π 指定正味財産増減の部

使途指定寄付金受入額

受取助成金
一般正味財産への振替額

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

986.172.871

11,344,601,447

1,500,000

△11.346.240.645

81,430,216

81.430.216

81.430.216

△
`

△ 11



貸 借 対 照 表
20万軍12月 31日現在

科 |=| 当年度 雨百ヨ:ヨ ビ:E引

1,772,399,798

3,058,595

14,585,859

42.636

1,531,836,446

2,104,400

7,724,201

271098

240,563,352

954,195

6,861,658

15,538

1.790.086.888 1.541.692.145 248.394.743

86,000,000

66,982,400

93.586

86,000,000

51,489,700

232.784

15,492,700

△139.198

153.075.986 137.722.484 15.353.502

15,000,445

899,902

112,710,769

16,517,792

19,797,869

310.000.000

16,6381038

1,605:329

147,797,134

3,835,746

20,451,869

310.000.000

△1,637,593

△705=427

△35,086,365

12,682,046

△654,000

△25,401,339

6281002,763 6381050,600 △10,047,837

2_179_742_745 238.346.906

1.431.823.194

93,586

93,586

(93,586)
986,172,871

f86.000.000ゝ

232,784

232,784

(232,784)
973,040,013

(86.000.000ゝ

△139,198

△139,198

139,198

13,132,858

986,266,457 973,272,797 12,9931660

1,273,859,284

36,904,171

11,428,484

38=568,855

1.360.760.794

1,140,057,554

10,842,694

1.150.900.248

133,801,730

36,904,171

585,790

38.568.855

209.860.546

474 固I

1

4,080,0001

51.489,7001 15,492,700

55,569,7001     15,492,700

1.206.469.948:    225.353.246

2.418.089.651 2.179.742.745 238.346.906

:.資産の部
1.流動資産

現金預金

未収金

前渡金

立替金

流動資産合計
2.固定資産

(1)特定資産
ソフトウェア開発特定資産

退職給付引当預金

教育支援活動特定預金

特定資産合計

(2)その他固定資産

建物

什器備品

ソフトウェア

ソフトウェア仮勘定

敷金

長期性預金

その他 固定資産合計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ.負債の部
1.流動負債
未払金

前受金

預り金

賞与引当金

流動負債合計
2.固定負債
資産除去債務

退職給付引当金

固定負債合計

負債合計
Ⅲ.正味財産の部
1.指定正味財産
受取助成金

指定正味財産計

(うち特定資産への充当額)
2.一般正味財産

(うち特定資産への充当額)
正味財産合計

負債及び正味財産合計



堕匪五型Ш彊墾団

1.本財務諸表は公益法人会計基準(平成20年 4月 11日改正平成21年 10月 16日 改正令和2年5月 15日 内閣府公益認定等委員会)
に基づいて作成されている。

2.重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産:定率法
無形固定資産:定額法

(2)引 当金の計上基準
退職給付引当金:職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発
生していると認められる金額を計上している。
なお退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算している。
賞与引当金:職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。
(追加情報)
当協会の職員に対して業績賞与支綸細則の導入に伴い、当事業年度より賞与引当金を計上している。

(3)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式による。

3.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増滅及び残高は、次のとおりである。

4.基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

5.担保に供している資産
該当事項なし

6.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

7.保証債務等の偶発債務
該当事項なし

8.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

「力
「
:i:E3ナF] 匹1:i:[野「 T■1 EI::賜辺呼:1:1 竪モ:ilE認 :千「1

特定資産

ソフトウェア開発特定資産

退職給付引当資産
教 書 吉 揺 活 動 特 申 輌 令

86,000,000

51,489,700

232_784
18,245,000

1.500.000

2,752,300

1.639.198

86,000,000

66,982,400

93.586
1■77,,4R4 10 74A nOn a no1 4oЯ 4gn n7■ OnA合

科  目 堕正こ濶
(うち指定正味財
産からの充当額)

くうち一般正味財産
からの充当額)

(うち負債に対応
する額)

特定資産

ソフトウェア開発特定資産

退職給付引当資産
教 吉 吉 樗 活 動 件 申 輌 令

86,000,000

66,982,400
03_586 イ93.586〕

(86,000,000)

(66,982,400)

′OR ARAヽ ′RA 000 0nnヽ rAA oA,`こ nn、

ヨ 取 得 価 霜   I壼 価 僣 却 塁 計 輌 l  当期 末 確 富

建  物
建物付属設備

什器 備品
ソフトウェア
ソフトウェア仮勘定

8,840,9491      7,276,1021

17,395,5251      3,959,927:

22,714,3421     21,814,4401

399,459,6241   286,748,855:
16.517.7921              ‐1

1,564,347

13,435,598

899,902

112,710,769

16.517.792

`螢

   = 464,928.2321   319,799.3241     145,128.908

使途特定受取寄附金の振替額 11



9.関連当事者との取引
該当事項なし

10.重要な後発事象
該当事項なし

11.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

12.その他
資産除去債務に関する注記

(1)資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

不動産賃貸借契約に基づき使用する一部の本部事務所について、退去時における原状回復に係る債務を有しており、資産除去債務を

計上している。

また、使用見込期間を主要な資産の耐用年数と見積もり、資産除去債務の金額を算定している。
当事業年度における期末残高は4,080,000円 である。

(2)貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務
その他の本部事務所についても不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を認識しているが

当骸資産除去債務に関しては、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関する敷金の回収が最終的に見込めないと

認められる金額を合理的に見積もり、そのうち当該事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっている。
当事業年度における増滅金額は、当該敷金償却による減少額654,000円である。

その他の賃貸物件については重要性が乏しいため資産除去債務を計上していない。

補助金等の名称 巨 :彊E□ 巨 :π翌屈
貸借対照表上の
記載区分

助成金
難民高等教育プログラム事業

1,639,198 93,586 指定正味財産

助成金
感染症対策助成金

東京都中小企業振
興公社

100,000100° 0°

|

東京労働局 300,000

:

300,∞01助成金
特定求職者雇用開発助成金

交付者 冊 I彊翌日

一般社団法人
育珠の会

232,784

当期増加高

1,500,000

助成金
両立支援助成金

魔冠
=]□

助成金
キヤリアアップ助成金

巨認距凋 1



L産 _且_量
2022年12月 31日現在

:円 )

貸借対照表科目 場所 。物量等 使用目的等

慟 上正■」 匿」団

預金

晨
:¬n

未収金
前渡金

手計 保 官

普通預金
三菱UFJ銀行青山支店
三菱UFJ銀行青山通支店
三井住友銀行渋谷駅前支店

楽天銀行ビート支店
中央労働金庫渋谷支店
三井住友信託銀行
ゆうちょ銀行O―八支店
ゆうちょ銀行振書口座渋谷
ゆうちょ銀行振普口座渋谷OCR
ゆうちょ銀行猥替口座青山通
定期預金
三菱UFJ銀行青山支店

年末調整還付金等
Floodgate

サイトコア
インフォマティカ
ピアイオ
シャーウオーター
TeamViewer

三井住友ビジネスカード

寄付金受入及びUNHCR提出金用として
運転資金として
寄付金受入及びUNHCR拠 出金用として

運転資金として
寄付金受入及びUNHCR拠出金用として
寄付金受入及びUNHCR提出金用として
寄付金受入及びUNHCR拠出金用として
寄付金受入及びUNHCR拠出金用として
寄付金受入及びUNHCR拠出金用として
寄付金受入及びUNHCR拠 出金用として

寄付決済用ソフトウェア使用分
パッケージソフトライセンス使用料等
クラウドサービス使用分
行動調査依頼料
システム使用料
ライセンス使用料

運転 貫 菫 と して

現金預金計

前渡金合計
ケうウドサービス料過払分

運転資金として

21,362,271

930,211

金額

41

1

1,261,1

1,211

8,531

15,024,

目10番 11号

ソフトウェア 10番 11号

フトウエア仮勘定 当協会ウェプサイト等で開発中のもの

19,797

当金用

目2回亘□□□

1

10番 11号 16,517

337

当協会支援者用データベース

1,514,791

ェスレー財団

10番 11号

目10番 11号

目10番 11号
間仕切り、資産除去債務分含む
コンセントエ事

コンセントエ事

サーバー、棚、机、精子

サーバー、棚、机、構子

78,981

820,921

巨睦 i」 2_418.089_651

ほ止工』」 困 :コ曰

営与 1:当金

前受金
頂り金

は贈寄付
職員預り金等
m昌 に対するもの

UNHCR
取引業者等

UNHCR不部への提出2
東京都ビジネスサービス他

脅算手続中
12月分社会保険料等
隆口への 営与用

未払金合計

1,104,371,005

169,488,279

1,273,859,284

36,904,171

11,428,484

38_568_855

匠L」二LIヨ」

71.062.400

4,080,000

66,982,400

986_266_457



1 基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定資産の明綱については、財務請表に対する注

“

において記載しております。

2 引当金の明細
:円 )

屁 王□

1当金 51

科 目

配羽理日

圧
=コ

堕亜亜□

38.563.855

言:■1■ :| [,そE:田



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 国連UNHCR協会

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

1 監事
タナカ  アキヒコ 令和4年 1月 1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日田中 明彦

2 監事
アオイ  チユキ 令和4年 1月 1日

令和4年 12月 31日

年  月  日

年 月 日青井 千由紀

3
監事

アツミ  ナオキ 令和4年 1月 1日

令和4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日渥美 直紀

４

‘

′
´~｀
ヽ

こ里ラク監事
イチカワ  マサシ 令和4年 1月 1日

令和4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日市川 正司

Ｅ
０ 監事

イナカ
゛
ワ  モトコ 令和4年 1月 1日

令和4年 3月 8日

年 月

月

日

日年稽川 素子

′
０ 目詈ヨ

カナイ  アキオ 令和4年 1月 1日

令和4年 3月 8日

年

年

月   日

月   日金井 昭雄

７
１

監事
ワタナベ  マアシヤ 令和4年 1月 1日

令和4年 3月 8日

年  月 日

日年  月渡邊 マアシヤ

０
０ 監事

シハ
゛
タ  タクミ 令和4年 1月 1日

令和4年 3月 8日

年

年

月   日

月   日柴田 拓美

Ｑ

ｖ
監事
タク
゛
チ  ヨシノリ 令和4年 1月 1日

令和4年 3月 8日

年

年

月

月

日

日田口 禎則

10 監事
ナカ
゛
ヤマ  オサム 令和4年 1月 1日

令和4年 3月 8日

年  月  日

月年 日永山 治



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

監事
ホシノ  マモル

星野 守

令和4年 1月 1日

令和4年 12月 31日

年

年

月   日

月   日

12 監事
ミヤウチ  タカヒサ

宮内 孝久

令和4年 1月 1日

令和4年 12月 31日

年

年

月   日

月   日

13 監事
ミヤシ
゛
マ  ヤスコ

宮嶋 泰子

令和4年 1月 1日

令和4年 3月 8日

年  月  日

年  月  日

14 理事 監事
オオタキ  アミ

大滝 麻未

令和4年 3月 9日

令和4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日

15 監事
カトウ  エイスケ

加藤 英輔

令和4年 3月 9日

令和4年 12月 31日

年

年

月 日

日月

16 監事
カワイ マサユキ

川合 雅幸

令和4年 3月 9日

令和4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日

17 監事
シミス
゛
ヨシヒコ

清水 喜彦

令和4年 3月 9日

令和4年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

18 監事理事

トコイ(ナベシマ)
マナ

床井 (鍋嶋)

麻奈

令和4年 3月 9日

令和4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日

19

⌒

理事雙多
ウエノ ミツマサ

上野 光正

令和4年 1月 1日

令和4年 3月 8日

年  月  日

年  月  日

20 理事
Xil" tri l=Yt

菅原 邦彦

令和4年 3月 9日

令和4年 12月 31日

年

年

月   日

月   日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立 口事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人____』匡1」型巴EQE協全______

氏   名

内

1

千

ロ

3

」当

正

4

同

6

7

周

)

9

10


